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研究成果の概要： 
 

北海道内の約 8000 名の労働者を対象に、労働環境が労働者の心身の健康状態に与える影響

を解明するための疫学調査を実施した。この結果、研究期間内に、1 日 6 時間以上の VDT 作

業時間は 2 時間未満の作業と比較すると有意に不眠のリスクが高まること、職位が低いものは

高いものと比較して不眠のリスクが有意に高くなること、不眠有病率の男女差は婚姻や家事時

間、育児、介護などの家庭要因や職業ストレスや労働時間などの職業性要因などにより説明が

可能であることが示唆された。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007 年度 1,800,000 0 1,800,000 

2008 年度 1,500,000  450,000 1,950,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 3,300,000 450,000 3,750,000 

 
研究分野：医歯薬学 
科研費の分科・細目：社会医学・ 公衆衛生学・健康科学 
キーワード： 
職域保健、社会疫学、要求度-裁量度モデル、努力-報酬不均衡モデル、性差、不眠      
 
１．研究開始当初の背景 
 
（１）近年、欧米諸国の社会疫学研究者によ
る健康の社会的決定因子に関する一連の研
究により、心理社会的要因と個人の健康との
関連について、様々なことが明らかになって
きている。具体的には、Marmot らによる職業
階層と死亡率との関連の報告[BMJ 1996]、
Bucher らによる教育歴と死亡率との関連の
報告［Am J Public Health 1995］、Kawachi
らによる社会的ネットワークと死亡率・心血
管疾患発症との関連の報告［J Epidemiol 

Community Health 1996］などがあげられる。
これらの一連の報告を要約すると、社会にお
ける経済的、環境的格差により、人々に健康
面での格差も生じているということである。
WHO 欧州地域保健事務局都市保健センターで
は、1998 年より健康の社会的決定要因に関す
る意識、論議、行動を促進するキャンペーン
に乗り出している。こうした海外での流れに
呼応して、日本人を対象とした社会的要因が
個人の健康に与える影響に関する報告がみ
られるようになっている。具体的には、吉井
らによる所得階層と自覚的健康度・抑うつ症



状との関連の報告［公衆衛生 2005］などが
ある。 
 
（２）総務省が実施した平成 16 年度事業場・
企業統計調査によると、50人未満の事業場に
勤務する労働者は全体の 63.6％を占めてお
り、300 人未満の事業場に関しては 88.1％を
占めていた。このように中小規模の事業所に
勤務する労働者は労働人口において多数を
占めており、これらの中小規模事業所に勤務
する労働者の健康管理は、労働人口全体の健
康に影響する重要な位置を占めているとい
える。しかし、厚生労働省が実施した平成 14
年労働者健康状況調査によると、健康づくり
に関する計画の策定や健康相談など、各事業
所で取り組んでいる従業員の健康づくりの
取り組みは、事業所の規模が小さくなると、
実施している事業所の割合が小さくなって
いる。すなわち 1000 人以上の事業所におい
ては９割以上の事業所で実施しているが、50
人未満の事業所では５割未満の事業所で実
施しているに過ぎない。メンタルヘルス対策
に関しても同様であり、1000 人以上の事業所
に関しては約 9割の事業所で実施されている
が、50 人未満の事業所については 3割未満に
過ぎない。 
 
（３）Kubo らによる栃木県における労働者
71183 名を対象とした調査によると、1000 名
以上の大規模事業所と比較して、50 人未満の
小規模事業所の労働者においては、飲酒や喫
煙などの健康に悪影響を与えるおそれのあ
る生活習慣や、肝機能異常、高血圧、脂質代
謝、血糖値などの健診項目の異常が有意に高
かったと報告している[Ind Health 2006]。
また、鈴木らによる石川県内の民間企業にお
ける労働者の調査では、従業員 300 人未満の
企業では 1000 名以上の大企業に比べて、耐
糖能異常、肝機能異常、喫煙者、毎日飲酒、
運動習慣なし、といった項目の頻度が有意に
高かったと報告している［金沢医科大学雑誌 
2005］。大規模事業所と中小規模事業所にお
ける労働者の健康の格差に関する報告は、こ
れまでのところはまだ限られており、今後も
更に調査を続ける必要がある。労働者のメン
タルヘルスに関しては、これまでのところは
大規模事業所と中所規模事業所における有
病率に関する報告はこれまでみられていな
い。しかしながら、鈴木らの高知県内の小規
模事業所を対象とした調査では、対象者の
47.7％で自覚的精神健康度が悪いと報告し
ている［四国公衆衛生学会雑誌 2006］。この
ことは、メンタルヘルス対策のニーズがたと
え小規模事業所であっても少なくないこと
を示唆している。このように、現在のところ
大規模事業所と中小規模事業所の労働者で
は、健康面での格差考えられるものの、これ

までの産業保健活動においてはむしろ大企
業においてより手厚くなされてきたといえ
るかもしれない。 
 
（３）本研究では、大規模事業所および、小
規模事業所という 2つの職域コホート集団を
調査し、事業所規模が、労働者の身体的およ
び精神的健康へ及ぼす影響を評価する。この
調査の結果、事業所規模による労働者の健康
格差の実態と関連する要因が明らかになり、
今後の中小規模事業の労働者への産業保健
活動に対する有効な提言が可能であると考
える。 
 
（４）申請者らは、平成 15 年度より北海道
内の 3 自治体と 1 企業の協力を得て、前向き
コホート調査を実施している。これまで横断
研究により、CRP が脈派速度で測定した動脈
硬化と関連すること［1］、Helicobacter pylori
感染が動脈硬化と関係すること［2］、不眠と
２つの職業性ストレスモデルとの関連[3]、職
種と職業性ストレスとの関連[4]などを報告
してきた。しかしながら、これらの調査はい
ずれも、地方自治体、大企業の勤務者を対象
としたものであり、我が国において多数を占
める中小企業の労働者の結果を反映したも
のではなかった。我が国の労働者の健康状態
に関してより正確な状態は把握するために
は、中小企業の従業員を対象とした調査が是
非必要であるもの、これまでのところ中小企
業の従業員の健康度に関する報告は限られ
ている。さらに、中小企業の労働者は大企業
の労働者との間の健康面での格差が指摘さ
れているが、その具体的な実態やなぜ健康格
差が拡がるのかについてはほとんど明らか
になっていない。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、事業所規模の労働者の健康に及
ぼす影響を解明することを目的として実施
される。具体的には、以下の点を研究期間内
に明らかにする。 
 
（１）職場の健康診断を受診している、地方
自治体・大企業の勤務者および、中小企業の
勤務者における、メタボリック症候群、抑う
つ症状、不眠の有病率を明らかにする。 
 
（２）2 つ職域集団における労働時間・職業
性ストレス・社会的サポートネットワーク・
労働衛生マネジメントなどの労働環境要因、
喫煙・飲酒などの生活習慣要因の分布を明ら
かにする。 
 
（３）前向き研究の形で、集団の追跡を行う。
コホート内症例対照研究により、メタボリッ



ク症候群発症、うつ病発症に及ぼす影響を解
明する。 
 
（４）コホート内症例対照研究により、労働
環境要因のメタボリック症候群発症、うつ病
発症への影響を解明する。 
 
３．研究の方法 
 
（１）平成 15年度より、S市職員約 5000名、
H 地区職員約 3400 名、T 市職員約 200 名、
運輸会社従業員約400名が参加している職域
コホート集団を立ち上げている。職域コホー
ト集団は、健康診断データと質問紙票による
追跡を行っている。追跡調査においては、療
養休暇でも新規疾患発症の確認を行う。 
 
（２）ベースライン調査での調査項目は以下
である。 
 
①職域健康診断データ（収縮期および拡張期
血圧、空腹時血糖、トリグリセリド、HDL
コレステロール、ウエスト周囲径等） 
 
②質問票 

生活習慣；喫煙、飲酒、運動、睡眠など 
労働環境；1 週間あたりの労働時間、1 ヶ

月間の休日日数、職場での社会的サポートネ
ットワーク、各事業場における労働衛生マネ
ジメント体制 
職業性ストレス；最も国際的に利用されて

いる要求度―コントロールモデルに加え、最
近 注 目 さ れ て い る 努 力 ― 報 酬 モ デ ル
(Effort-Reward Model)により把握する。 

抑うつ症状;最も国際的に広く利用されて
いる自記式評定尺度である CES-D（Center 
for Epidemiological Studies Depression 
Scale）により把握する。 
不眠；近年開発された簡便な自記式評定尺

度であるアテネ不眠尺度（Athens Insomnia 
Scale を使用して把握をする。 
 
４．研究成果 
 
（１）事務職員においては、VDT 作業時間が
６時間以上の事務職員は２時間未満のもの
に比べて、有意に不眠のリスクが高くなるこ
とを明らかにした。このリスクは、労働時間
や休日、職業性ストレスといった労働環境要
因、飲酒や運動習慣などの生活習慣などの要
因を調整後も有意であった。 
 
（２）職位および教育歴という 2つの社会経
済因子が職業性ストレスに及ぼす影響を明
らかにした。職位に関しては、2つのストレ
スモデルにおいて職位が低くなると、高スト
レスのリスクが有意に高くなった。しかしな

がら、教育歴においては、要求度ﾑ裁量度モ
デルでは教育歴が低くなると高ストレスの
リスクが有意に高くなったが、努力－報酬不
均衡モデルでは教育歴が高くなると高スト
レスのリスクが有意に高くなった。 
 
（３）職位が不眠に及ぼす影響を明らかにし
た。職位が低いものは不眠のリスクが有意に
高くなった。この傾向は、多変量解析により
婚姻や家事時間、育児、介護などの家庭要因
や職業ストレスや労働時間などの職業性要
因などの交絡要因を考慮した場合も変化は
なかった。これは、職位の違いが不眠に及ぼ
す影響は、様々な家庭要因や労働要因とは独
立していることを示唆している。 
 
（４）不眠の性差に関して、疫学的に検討を
した。有病率は、男性が 23.3%、女性が 31.1%
であり、これまでの報告同様女性が男性より
も有病率が高かった。しかしながらこの性差
は、婚姻や家事時間、育児、介護などの家庭
要因や職業ストレスや労働時間などの職業
性要因などの交絡要因を考慮した場合は消
失した。これは、不眠有病率の性差は、家庭
要因や労働要因などにより説明が可能であ
ることを示唆している。 
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